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はじめに

かつて信用金庫は無意識のうちに顧客との隙間を埋め，情報を蓄積してきた．金融に関係の

無い事も含めて顧客を知り，また顧客側も知ってもらっていることをステータスと考え，取引

を行なってきた．預金金利が同等で，貸出先を選別できる時代はこれによって他の金融機関と

の差別化を計ってきたのである．意識する意識しないに関わらず収集した情報を最大化して企

業を見る眼を養うのは，地域金融機関として当然ことである．

ご当地ファンドが人気を集めるように地域に貢献し貸し出す姿勢を鮮明に示すことによって

預金が集まり，貸出しが増える．地域貢献に働き甲斐を求める職員のモチベーションを引き上

げる．地域の会員・顧客から疎まれる先への融資は，信用が揺らぐバイアスになる為，結果的

には実施されない．このような地域金融機関としてのありようは，信用金庫がマザーランドに

位置付く上で不可欠のものであった．

顧客との関係を基礎づけるモニタリング能力，スクリーニング能力こそが，信用金庫等の地

域金融機関が存立する上で，ことのほか重要な要素であったといえるし，これは他の金融機関

に対して差別化を図る強みともなるのである．営業地域が制約されたことが，マザーランドに

おいて多店舗展開をすることにつながり，他の金融機関では得られない情報密度を達成し，地

区内営業を有利に展開できるからである．もっとも，この１０年間に顕著になった合併による大

規模化・広域化，規制緩和による取扱金融商品の多様化・増大，協同組合金融機関にも一律に

適用された金融検査マニュアルなどに翻弄され，上記のモニタリング能力やスクリーニング能

力を職員全般にわたって十分に磨いてきたかというと，必ずしも十分ではない現状がある．

今日，金融審議会は，協同組織金融機関業界について，税制優遇措置，員外取引制限，資金

調達手段，ガバナンス等の制度見直しを検討してきた．協同組織金融機関に関するワーキング

が含まれている．
この問い掛けに対して，定性的事例で応える手段も一考であるが，地域経済と信
用金庫経営との関係を定量的に捉えることも，議論を正確に行う上で欠かせない検
証である．本稿はここを明らかにしていくことを目的とする．すなわち，協同組織
金融機関の他の業態には見られない地域とのコミットの方法が存続意義と考えるか
らである．
結果として，一定のシェアとマザーランドと一定の規模が信用金庫経営を左右す
る要因であり，不良債権はその金庫の存在する地域経済と関係なく発生しており，
応需するときの可否判断に委ねられる．概ね地域経済に影響を受けやすいと言われ
る信用金庫であるが，そうともいえない結果が導き出された．
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グループが公表した中間論点整理において，３つの取り組むべき順序を示した．プライオリ

ティーの高いものから，一つ目として，「中小企業再生支援機能，総代会機能の向上，半期決

算，半期開示」二つ目として，「法改正を必要とする，中央機関の目的，役割，権限，見直し」

三つ目として，「信金と地域信組との区分の見直し」である．又，２００８年度の世界的金融危機

より業界の中央機関が初の赤字決算を迫られるなど，取巻く環境の変化から，信用金庫と信用

組合の区分を撤廃して競争の原理を通じて再編を促す検討も見られる．現在の業績が満足のい

くものであっても，環境が絶えず変化している状況にあれば，すでに現在の業績を生み出して

いる競争力は低下し始めたと考えられる．１）

その論議の中の根底には，絶えず「果たして信用金庫は地元経済に奉仕して，地域と運命共

同体でいるのか」，という問いかけが含まれている．これに対して，定性的事例で応えるのも

一つであるが，地域経済と信用金庫経営との関係を定量的に捉えることも，議論を正確に行う

上で重要である．とりわけ信用金庫業界の変転の著しい近年の状況についての研究は多くはな

く，本稿はここについて踏み込むものである．

あらかじめ，やや想定外の結果を紹介しておくと，全国的に見て地域経済が低位にある地域

においても，健全で積極的な信用金庫経営を営んでいる実態がある事，まさにそこに信用金庫

の持ち味が発揮されていること，これが本稿で確かめられる最大の収穫である．

対象として２００６年３月期を採り上げる．金融界にとって２００６年は，ゼロ金利政策を解除され

た年であり，１９９１年７月１日より１２回に及ぶ公定歩合引下げを実施してきた一旦の着地点であ

るからである．

金融危機を代表する，三洋証券，北海道拓殖銀行，山一證券などの経営破綻から１０年を経過

している事も大きな理由のひとつである．この間には BIS規制を梃子にした不良債権処理が

全ての金融機関を通じて徹底され，財政の健全化が図られると同時に，「金融ビッグバン」の

名のもとに規制緩和が進められ，各金融機関がオリジナルな経営政策を展開する余地が生まれ

た．２００６年３月期は，金融界激動の１０年を経てきた結果が経営指標に反映されていると見られ

るからである．

要するに，本稿では２００６年３月期の信用金庫の経営指標と地域経済の指標とを採り上げ，そ

の分析を通じて，上記に言われる文言の経済的事実を検証するものである．

� 地域金融機関としての信用金庫の役割

（１）歴史と現状

周知のように戦後の信用金庫は，１９４９年の「中小企業等協同組合法」を経て，１９５１年の「信

用金庫法」によって現在の形が出来あがった．協同組織金融機関はドイツのライファイゼン型

（農村が主体）とシュルツェ型（都市部が主体）がその起源であり，その発展にはさまざまな
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経緯があるとはいえ，基本的には地域の中小企業，住民を支える協同組合金融機関として今日

に至っている．

協同組織としての信用金庫は，銀行とは異なる相互扶助組織であり，会員（出資）制度にも

とづく地域金融機関である．預金は会員外からも預かることが出来る，事実２００６年３月期の員

外預金比率は６８．６４％となっている（全国信用金庫統計）．しかし，信用金庫法第１０条（会員た

る資格）第２３条（定款・地区）により営業地域は限定されている．また会員資格の点でも，地

域内に居住または勤務する個人及び事業所に限定され，さらに個人・法人事業者で従業員が３００

人以上，かつ資本金９億円を超える場合は会員となることが出来ないという制約がある．この

ようにあくまで地域の中小企業金融の担い手として信用金庫は位置づけられてきた．

このような位置づけの下，信用金庫法制定直後の１９５３年には５６１もの信用金庫があり，これ

が１９７０年には５０７，１９８５年には４５６，１９９６年には４２１と合併によって徐々に減少し，とくにこの

１０年間には合併による統合で１５０近くの減少があり，２００８年３月末には２９２金庫に到っている．

金庫の規模もかつては従業員３００人以下が圧倒的多数を占めていたが，近年では合併等による

大規模化で従業員３００人を超える金庫が３９％までなっている．もっとも，都市銀行が三つのメ

ガバンクに集約された今日からすれば，いまだ数百の信用金庫が存在し全国各地に（メガバン

クの無い地域にも）分布している現状を見れば，信用金庫はいまだ地域金融機関であることに

変わりない．

信用金庫の役割については，１９８９年の金融制度調査会金融制度第一委員会『協同組合金融機

関のあり方について』において，「信用金庫，信用組合，労働金庫及び農林系統金融機関の現

状と性格を明らかにし，その上で今後とも中小企業，農林漁業者，個人等の分野において，円

滑な資金の供給等多様な金融サービスの提供を確保することが引き続き重要であり，これらの

分野においては十分な金融サービスを確保するため，これらの分野を専門とする金融機関の存

在はこれからも必要である」と，うたわれている．これは信用金庫等の戦後の地域金融におけ

る実績をふまえたものであり，その後においても当該分野では，重要な役割を果たすべきもの

とこの時点で位置づけたものである．

確かに近年，規制改革の流れの中で協同組合金融機関の制度的見直しが検討され始め，税制

優遇措置，員外取引制限，資金調達手段，ガバナンス等の諸点について金融審議会で議論され

た．少なくとも信用金庫自体が従来のあり方に制約を感じて，そのありように変更を求めては

いない．信用金庫業界が出した『協同組合金融機関の見直し論議に向けた基本方針』において

は，「我々信用金庫は，今後とも，自らの社会的使命として，国の重要な政策課題でもある中

小零細企業の育成・再生，地域の活性化に貢献していく決意である．そのためには，現在の協

同組織による信用金庫制度を堅持していくことが不可欠である」と宣言している．
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（２）信用金庫の不良債権と地価

信用金庫の本業の経営諸指標にもっとも影響を及ぼすのは不良債権である．特に，地域が限

定されているがゆえに，担保不動産の価格は密接に関係すると思われる．信用金庫の不良債権

額（リスク管理債権）と全国の地価公示（全用途）の金額からその動向の推移をグラフでまと

めた．

地場産業が公共事業を中心とした建設不動産業である地域も存在し，不動産業，不動産賃貸

業，建設業，（土地業種という観点からはここに住宅ローンも含まれるかも知れない）の比率

が高い．全国信用金庫統計２００７年度版によると，２００８．３現在，業種別貸出比率において製造

業１２．０％に対して，建設業８．９％不動産業１７．９％となっている．

信用金庫の不良債権と地価についてはどのように推移してきたのか，経年的に表したのが図

表�－５である．Ｈ１１年から不良債権額は増加しＨ１４年にピークを迎えるが，その間地価公示

も低下を続けた．その後，不良債権額は減少を始めるが，それと同時に地価公示も下げ止まり

の傾向を見せる．Ｈ１４年からＨ１８年まで地価は底を打ち，リスク管理債権は減少して行く．

それを裏付ける様に，信用金庫業界の不良債権比率は１４年度３月末に１１．４％あったが５年間

で順調に改善し，１９年３月末時点で７．１％まで低下している．これは，Ｈ１７年度，Ｈ１８年度に

取り組んだリレーションシップバンキング（地域密着型金融）の推進計画の目標において不良

債権比率の削減を詠った事が関係していると思われる．結果としてその成果が確認できる信金

が多かったと言える．

そしてＨ１８年地価は反転し，今度は不良債権額は底を打つ．Ｈ１８年１６７千円であったものが

２年後のＨ２０年には２０７千円となった．この後のチャートは時計回りに円を画く事が容易に想

像できる．地域の地価と信用金庫の不良債権の関わりがここからも伺える．

図表Ⅰ－５
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不良債権の代表的指標である，リスク管理債権の定義は１９９３．３～１９９５．３までは破綻先債権

と延滞債権であり，１９９６．３～１９９７．３は金利減免等債権が加えられ，１９９８．３～は破綻先債権，

延滞債権，３ヵ月以上延滞債権，貸出条件緩和債権とされた．よってこの期間，及びそれ以前

の数値については正確であるとは断言出来ず，検証の基点は，信用金庫の開示が義務付けられ

た１９９９．３にせざるを得ない事と，今回の金融危機に関連して，２００９．３における不良債権の定

義は事実上変更になった事を明記しておく．

そして，信用金庫にとっての不良債権比率は，地域経済を支える概念からは償却をせずに引

当金を積む事も協同組織金融機関の選択肢であり，一概に良し悪しを判断できない業態特有の

側面もあると言える．

（３）信用金庫的解釈

以下に述べる３００年続く仏具，数珠関連の仕事をされている老舗企業の当主との話は，地域

金融を考える上で大変示唆的である．この老舗企業は検査マニュアルに基づくと，要注意先の

中の要管理先に査定される．企業の危機意識の欠如とバブル期の拡大先行型の経営から破綻を

きたす例はめずらしくないが，同社もバブル期の前に本社屋を建替えた関係から，テールヘ

ビー２）な返済になっており，取引金融機関各行は薄い CFを確認し残高に応じたプロラタ方式

の返済を求めていた．検査マニュアルに則り再建計画書の策定を行い，リスケの策定に奔走す

る金融機関を尻目に，動じることなく構えておられる．当主曰く，江戸時代に町衆金融を摘ん

だと先祖から聞いているし，一度デフォルト（当時はそうは言わない）したとも聞いている，

また困られたお寺には，金銭の貸付も行うという無許可の金融業も営んでいた．金融検査マニュ

アルの精神からは，高利借り入れ，不渡りの発生，もぐりの金融業，はネガティブ項目となる．

当主は某有名寺院を支える出入り業者で，当寺院に修行にこられる全国各地の若い修行僧に施

しと，宿泊の世話をされることにより，将来僧侶になられた折に，仏具の購入はこのときの恩

で買いにこられるという，古の昔から脈々と受け継がれる人間関係を構築しておられた．

本来このような企業は地域金融機関，とりわけ協同組織金融機関の取引先にとっては大変多

く，人を見て融資を行い，地域になくてはならない企業として支えてきたものである．むしろ

金融機関以外には絶大な信頼があったのも言を待たない．ところが，健全化を急ぐ過程で大手

行，株式会社金融機関と同様の縛りの中で対応せざるを得ない時期があり，切り捨てられた企

業が多く存在したのも事実である．

業務の一端として，M＆A，シンジケートローン，ノンリコースローンなどがある．信用金

庫の世界では，魚屋の大将が亡くなられ，番頭さんが未亡人から店舗と権利を買ってくれない

かといわれ，借入の相談を受けるケースは間々あったことである．商店街の八百屋が潰れ，引

き取ってくれる先を探している相談を受け，隣の商店街の八百屋を紹介しその資金を応需する

話もたくさんあった．ここにフィーを求める発想はなく，サービスの一環であり，コストに織
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込んで金利設定するぐらいであった．また，M＆Aと言葉は変化したが，古来の金融サービス

であった．

シンジケートローンも永年の取引先が大きな設備をされるとき，地域の取引する平行メイン

の地方銀行と信用金庫同士が揉めない様に，あえて同順位担保設定で同額の借入の申し込みを

され，顧客と２行庫が一同に会し融資条件を決める協調型の取り組みをする例も多い．顧客が

頭取，理事長とリレーションシップが取れていて，設備後の取引を円滑に進めるためであるが，

ここにもフィーをとる習慣はなかった．シンジケートローンの原型と思われるスタイルである．

このように考えると，従来から協同組織金融機関である信用金庫と顧客との間で培われた中

で行われていた事ばかりであると言えるし，それを発展的に変化させたものに名前を付しただ

けとも考えられる．信用金庫の仕事場であるマザーランドには，新たなビジネスモデルがまだ

まだ存在しているのではないだろうか．

翻って言えば，色々な今日的な問題を抱えながらも，このような取組を担うが故がゆえに，

直接には地域金融機関の負荷を大きくするが，協同組合金融機関に対して，税制優遇等が許容

されてきたと認識する．

� 地域経済と信用金庫経営との研究

（１）近年の先行研究

地域経済と金庫経営との関係に関する近年〔ここ１０年間〕の先行研究から，本稿を補う何ら

かの予備的知見を得ることにしたい．近年の先行研究には，以下のようなものがある．

鴨池治・奥津智彦〔２００３〕『地域経済に対する信用金庫の貢献と課題』は，２００１年度末に現

存する３４９金庫について，貸出残高の対１０年前比伸び率と，それぞれが本店を置く市区町村の

経済情勢との関係を分析している．各自治体の経済情勢については，人口，事業所数，工業出

荷額など９つの指標の増減を合成して求めた，独自の「経済成長指数」を採用している．ここ

１０年の経済情勢が良好であった市区町村ほど，この指数が大きくなる．

黒川和美・木村恒弌〔２００６〕『地域金融と地域づくり』は，「地域金融機関は地盤が狭域で地

域経済の影響を受けやすい」と論じている．鉄鋼所の休止と漁業の衰退から破綻した釜石信金

や，木工製品の衰退から同じ運命をたどった能代信金などの事例研究から，金庫経営は地域経

済とともに破綻する運命にあると結論付けている．ほかの破綻事例とは明らかに相違点が見ら

れる，シンボリックな事象である．「運命を共にした」と言う観点からは本来的意義を全うし

ているとも取れる．地域を限定する事と相互扶助の概念が齎した産物かも知れない．

小藤康夫〔２００６〕『金融コングロマリットと地域金融機関』は，地方銀行と地域経済との相

関関係について論じている．地方銀行の総合順位，ROA，自己資本比率，不良債権比率と県

内総生産との比較をしている．上位に位置する銀行は，地域経済に貢献するとともに，地域経
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済の拡大が経営内容も上昇させる，と結論付けている．しかし，昨今，東京・大阪支店で多く

のシンジケーションされた貸出を行っている事が明らかにされている．また，地元地域経済の

不振から他府県への進出を行い，業績を伸ばす金融機関が多いのも事実であり，地方経済と地

銀の比較についてはノイズが多いと思われる．信用金庫との業態比較により結論付けられる部

分も多いと思慮する．

家森信彦・打田委千弘〔２００７〕「信用金庫の経営と地域経済活動の関係について」『信金中金

月報』（増刊号，２００７年２月）は，工業製品年間出荷額および課税対象所得と信用金庫の自己

資本比率，繰延税金資産比率，負債比率の相関関係を分析している．ここでは，市町村レベル

での地域の実体経済活動に，信用金庫の活動が与える影響を実証分析が行なわれている．その

結果，信用金庫の機能不全が地域経済にマイナスの影響を与えたという仮説は否定されたが，

信用金庫が慎重な貸出態度をとっている地域では，経済活動が抑制されていることを明らかに

している．しかし，このことは信用金庫がリスクテイクに積極的になるべきだと判断して良い

ことを意味するものではないと結論付けられている．しかし，信用金庫は業態的に，底辺経済

との取引を標榜するだけに，さらに幅広い経済指標との比較が必要であると思われる．一例に

信用金庫は住宅ローンを含めた消費資金に傾注する理由がある．それは，優良な住宅開発は地

域の活性化を促すからである．そして，そこに住まいを求める会員に住宅取得資金を提供する

事は長期間（返済期間）リレーションを構築する第一歩となるからである．事実２００６．３期，

信用金庫全体の貸出金６２６，７００億円のうち製造業向けが７８，１１８億円（全体比１２．４％）であるの

に対し，個人向けが１９７，９２９億円（全対比３１．５％），内住宅ローンが１４８，０５８億円（全対比

２３．６％）（日本銀行「業種別貸出金調査表」）となっていることからも伺える．

以上，近年の先行研究を概観したが，本稿との関連では次の３点が重要である．ひとつは，

近年の金庫経営の貢献は中小企業金融ばかりではなく，住宅取得資金貸出や消費資金貸出にも

及んでおり，この点をも考慮に入れることが不可欠だということである．つまり，地域経済力

指標として採り上げるべき指標は，工業製品出荷高や県内総生産など生産経済面を表す指標だ

けでなく，できるかぎり消費経済面にかかわる指標も考慮に入れるべきだということである．

近年の金庫経営を見るかぎり，その方が今日的であると思われる．

第２は，ここ１０年で戦後最大規模の１５０近くの信用金庫の消滅が生じているということであ

る．地域経済の衰退に飲み込まれた場合や，これに金庫経営力の欠如が加わった場合に，経営

破たん，次いで近隣金庫への再編統合が，相当規模で起こっているのである．これについては，

黒川和美・木村恒弌〔２００６〕が描出しているように，金庫経営が地域貢献を全うした結果とも

言いえるが，地域経済を支えるという点から見れば金庫経営の力量が追いついていないことを

意味する．これに対して，再編統合によって力量の向上を図る試みが行われているとすれば，

近年の信用金庫の大規模化は自然な淘汰といえよう．

第３は，金庫経営を示す指標の妥当性である．鴨池治・奥津智彦〔２００３〕が貸出金増加率と
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いう金庫の地域貢献性を示す指標を採り上げているが，小藤康夫〔２００６〕や家森信彦・打田委

千弘〔２００７〕は自己資本比率，不良債権比率等といった金庫の経営安全性を示す指標を採り上

げている．近年の金庫経営は，他金融機関と同様に経営安全性が強調されてきた．これと地域

貢献性との両立を図ることが，近年の金庫経営に求められてきた．そういう点で，金庫経営の

良否を論じる場合，この両側面を包括的に取り入れる指標のセットを考える必要がある．

（２）研究方法――分析に用いる指標

本稿は，２００６年３月期の全国２９２信用金庫の経営諸比率とその本店所在地の地域経済指標と

を分類整理し，分析するものである．

具体的には，信用金庫の本店所在地の都市の民力度を列記した表を作成する．次に各信用金

庫の経営諸比率（自己資本比率，預貸率，貸出金増加率，不良債権比率，パーヘッド業務純益）

をその表に記入して行く．そして，民力度ベスト５０位と民力度ワースト５０位の部分の表を切り

出し，全体の平均と民力度ベスト５０位の平均と民力度ワースト５０位の平均との３者比較を実施

する手法である．これによって経済状況の優劣が金庫の経営指標にどのようなインパクトを与

える要因になっているか，の側面からアプローチする．

そして，経済状況と経営状況により４つのマトリックスに区分する．最後に，その中から代

表的な金庫の具体的取り組みの側面を探り，協同組織としてのビジネスモデルを示すことにあ

る．

ここでまず，経済と金庫を切り出す地域の概念について，定義を明らかにしておく．地域の

概念・定義とは地域経済学に於いて，「空間という要素が経済活動に与える影響を経済活動と

している．この空間は理論的な分析においては抽象的に定義されることが一般的であり，何ら

かの特性に基づいて他の部分と区別して指す時に用いられる．」（山田浩之〔２００４〕『地域経済

入門』有斐閣）そして「大きく３つに分類される．一つ目は，淡路島，伊豆諸島など地理的地

域概念．二つ目は，都道府県，市区町村，選挙区，など行政や政治上の目的のために人為的に

作られた，行政・統計的地域概念．そして３つ目は，経済的な，政策的な地域概念．経済活動

の類似性（同質地域），相互依存性（結節地域）に基づいて定義される地域である．」（井原建

雄〔１９９６〕『地域経済分析』中央経済社）本稿はこの三つ目の，経済的な，政策的な地域概念

の立場に立って分析する．信用金庫は法律上営業区域が決められている．信用金庫の本店所在

地経済との比較は，その地域の発展もその中心地である所から，滲み出るように多くの支店網

が発達していったと考えられるからである．

（３）サンプルの性格について

サンプルとなる信用金庫２８７の全国的分布は，図表�－１の如くである．

また，その預金規模別分布は，図表�－２の通りである．
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１９９８年３月期～２００６年３月期の期間１０３の信用金庫が消滅しているが，内訳は合併による減

少は８８金庫，破綻による減少は２５金庫と見られている．（金融経済新聞２００８．８．１１）そのほと

んどが小規模な金庫であり，より大きな近隣の金庫へ再編統合された．その最大の要因は，金

融ビッグバンのもとでの規制当局からの経営健全化要求と，これに反する地域経済の衰退によ

る不良債権比率の増大の中で，自立経営が困難になったことである．その他，市町村合併等に

追随したものも見受けられるが，その根底的動機は上記の場合と同様である．逆に受け皿となっ

た大都市圏の大中規模の信用金庫においては，地方銀行等との競合に備えるといった戦略要因

から再編統合に加わったと見られる．さらに，一定の許認可を受け積極的に県域を越える再編

統合に打って出る大規模信用金庫も一部に見られる．

最大の固体と最小の固体を預金量で比較すると９６．５倍の差が見られる．

このような再編統合下の２８７信用金庫がサンプルであり，サンプルの性格が暫定的であるこ

とを認識しておく必要がある．この１０年間で信用金庫総預金高は１．１３倍の伸び（第一地方銀行

は１．０９倍，第二地方銀行は０．８７倍の伸び），１金庫当り預金規模は１．６１倍の伸び（第一地方銀

行は１．０９倍，第二地方銀行は１．２１倍の伸び），１支店当り預金規模は１．２５倍の伸び（第一地方

銀行は１．１７倍，第二地方銀行は１．２６倍の伸び），信用金庫職員１人当り預金規模は１．６４倍の伸

び（第一地方銀行は１．５８倍，第二地方銀行は１．５８倍の伸び）（『日本金融名鑑』〔２０００〕〔２００７〕

日本金融通信社）であることからすれば，この１０年間には業界内部での再編統合が著しかった

といえるであろう．この再編統合・人的効率化が，各金庫の自立経営の最低規模に達している

のかどうか，ほぼ終了を迎えているのかどうかは分からないが，業界では「顧客の利便性を保

合計 ％ ～５００億円 ～１,０００億円 ～５,０００億円 ～１兆円 １兆円～

北 海 道 ２５ ８．７１％ ０ ３ ２０ ２ ０

東 北 ３２ １１．１５％ ３ １２ １７ ０ ０

関 東 ５６ １９．５１％ ０ ２ ３０ １２ １２

甲 信 越 １７ ５．９２％ ０ ５ １１ １ ０

北 陸 １７ ５．９２％ １ ６ ８ ２ ０

東 海 ４１ １４．２９％ ０ ２ ２３ １１ ５

近 畿 ３３ １１．５０％ １ ２ １６ ９ ５

中 国 ２６ ９．０６％ １ １３ １１ １ ０

四 国 １１ ３．８３％ １ ４ ６ ０ ０

九州・沖縄 ２９ １０．１０％ ４ ８ １６ １ ０

合 計 ２８７ １００．００％ １１ ５７ １５８ ３９ ２２

～５００億円 ～１,０００億円 ～５,０００億円 ～１兆円 １兆円～ 合計

金庫数 １１ ５７ １５８ ３９ ２２ ２８７

％ ３．８３％ １９．８６％ ５５．０５％ １３．５９％ ７．６７％ １００．００％

図表Ⅱ－１

図表Ⅱ－２
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つためのインフラの整備と併せて再編は避けて通れない」との見通しを示している．

（４）地域経済指標について

近年の信用金庫は，中小企業に対する地域金融機能だけでなく，金融緩和を受けて住宅取得

資金，消費資金など顧客が拡がっており，さらに投資信託など従来にない金融商品を販売する

など，商品の幅も広がっている．このようなことから，信用金庫経営と地域経済とのかかわり

は，生産経済部面だけではなく消費経済部面にも広がっている．

もとより信用金庫は市区町村単位での活動から始まっており，現状もその単位での活動を続

ける金庫が多くを占めているため，市町村単位で上記の多様な経済指標を反映する指標が求め

られた．入手可能な単年度データとして，これを体現するものとして，本稿では，東洋経済新

報社『地域経済総覧』の示す，“民力度”を利用する事とした．民力度とは，事業所数，製造

品出荷額等，卸売業年間販売額，小売業年間販売額，新築住宅着工数，課税対象所得額，地方

税収入額の７指標それぞれの人口当たりもしくは世帯当たりの値を水準値に換算し，その平均

を指数化したものであり，全国平均に対して，各都市がどこに位置するのかを表している．各

指標ごとに全国＝１００として水準を算出し，それらの平均を各指数としている．ただし極端な

高低を示す指標による過度の影響を排除するため，最高を１５０，最低を５０に調整して算出して

いる．人口・世帯あたりのデータに換算し都市の“厚み”として指数化したものであると言え

る為，本稿の検証に合致していると判断した．なお，主要７指標の概要は，図表�－３の如く

である．

指 標 そ の 意 義

事 業 所 数
（ 産 業 関 連 ）

経済活動の場所ごとの単位．①経済活動が単一の経営主体の下で一定の場所
を占めて行われている．②物の生産を従業者と設備を要して，継続的に行わ
れているもの．大工，タクシーなど事業の場所が一定していない場合は自宅
とする．総務省「事業所・企業統計調査」

製造品出荷額等
（ 産 業 関 連 ）

各１年間の製造品出荷額，加工賃収入，修理手数量等の合計．経済産業省「工
業統計表」

卸売業年間販売額
（ 産 業 関 連 ）

主として小売業，飲食店，他の卸売業に商品をはんばいする事業所．４／１～３／
３１まで消費税含む．経済産業省「商業統計表」

小売業年間販売額
（ 産 業 関 連 ）
（ 消 費 関 連 ）

主として家庭用消費者に商品を販売する事業所．４／１～３／３１まで消費税含む．
経済産業省「商業統計表」

新築住宅着工件数
（ 消 費 関 連 ）

建築基準法に基づいて届けられた，工事着工住宅の総数．国土交通省「建築
着工統計」「建築統計年報・月報」

課税対象所得額
（ 消 費 関 連 ）

納税義務者の市町村民税所と区割りの課税対象となった所得金額．総務省「市
町村税課税状況等の調」

地 方 税 収 入 額
（ 消 費 関 連 ）

事業税，県民税，軽油取引税，料理飲食消費税，たばこ消費税，自動車税な
ど．総務省「市町村別決算状況調」

図表Ⅱ－３
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（５）信用金庫の経営諸比率について

米国における金融評定制度（CAMELS３）では，Capital Adequacy（自己資本），Asset Quality

（資産内容），Management（経営），Earnings（収益性），Liquidity（流動性），Sensitivity to

Market Risk（市場リスクに対する感応性）の５つを，金融機関を評定する代表指標としてお

り，これはわが国の金融評定制度の基礎となっている．それぞれの代理変数としてどのような

指標が適合するかについて議論はあろうが，実務上は，自己資本比率〔自己資本・経営〕，預

貸率〔流動性・市場リスクに対する感応性〕，貸出金増加率〔経営・資産内容〕，１人当り業務

純益〔収益性〕不良債権比率（リスク管理債権４））〔資産内容・市場リスクに対する感応性〕，

が最もポピュラーなものとして用いられており，本稿もこの５つの指標を採用した．

自己資本比率も，昨今は自己資本の内訳として Tier�（基本的項目）Tier�（補完的項目）

とし，さらに Tier�から優先株，優先出資証券，税効果資本などを控除したコア Tier�比率

意 義 計 算 式

自 己 資 本 比 率

信用金庫法第８９条第１項において準用する銀行法第
１４条の２の規定に基づき，信用金庫が保有する資産
等に照らし自己資本の充実の状況が適当かどうかを
判断するために金融庁長官が定める基準に係る算式
に基づき算出する．
金融機関経営の安全性と収益性の総括指標であり，
ＢＩＳ規制では８％水準（国内基準４％）を求めて
いる．

自己資本総額（基本的項目＋補完的項
目）－控除項目＝自己資本額

リスク・アセット（資産のオン・バラ
ンス項目＋オフ・バランス取引等＋オ
ペレーショナル・リスク相当額を８％
で除したもの）
自己資本総額／リスク・アセット

預 貸 率 預金残高に対する貸出残高の比率．預金とは実質預
金，CD，金融債の合計を指す．

貸出金／（預金＋譲渡性預金＋債券）

不 良 債 権 比 率

金融検査マニュアルに基づき，保有資産を個別に精
査する「自己査定」と不良債権を適正に処理する「償
却・引当」がある．
自己査定では，与信先を財務状況，資金繰り，収益
力 等により，返済能力を判定し，その状況等に応じ
て，「正常先」「要注意先」「破綻懸念先」「実質破綻
先」「破綻先」の５つに区分する．個々の債権につい
て回収の危険性または価値の毀損の危険性の度合い
に応じて，「非分類」「�分類」「�分類」「�分類」
の４つに区分する．
不良債権については，金融再生法に基づく「金融再
生法開示債権」（金融機能の再生のための緊急措置
に関する法律第６条，７条で定めている開示基準）
と，信用金庫法に基づく「リスク管理債権」（信用
金庫法第８９条で定めている開示基準）の開示が義務
付けられている．金融再生法開示基準は債務保証見
返など貸出金以外の債権も含む．リスク管理債権は
貸出金のみを対象．

リスク管理債権／総貸出残高

貸 出 金 増 加 率 今回は前年対比の増加率 貸出金残高 ２００６．３／２００５．３

１人当り業務純益
本来業務に関する期間収益を正確に把握する為に
１９８９．９期より公表．当局に提出する利益指標．

（金利収支＋役務取引収支＋その他業
務収支）－（一般貸倒繰入額＋債券費＋
経費）／役職員数

図表Ⅱ－４
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を問うようになっている．しかし，今回の検証では信用金庫の決算開示基準も株式会社金融機

関とは遅れて推移している事から，省いた．

信用金庫の本店所在地は信用金庫便覧より，１人当たりの業務純益は，『金融ジャーナル』

２００６年１１月号より，自己資本比率，預貸率，不良債権比率は『金融ビジネス』２００６年秋号より，

貸出金増加率は，『日本金融名鑑』資料より作成した分析表を使用している．

なお，各指標の意義と計算式を図表�－４にまとめておく．

これらの指標は相互に関係しており，収益性を高めるべく積極経営を展開した場合，預貸率・

貸出金増加率・１人当り業務純益が伸びる．しかし，貸出先の経営が下向けば，不良債権比率

が高まり，その償却から自己資本比率が低下する．総じて，積極経営を行えば，財務安全性が

損なわれる．過去の積極経営から，財務健全性の向上を要求された近年は，不良債権比率の抑

制，自己資本比率の向上といった消極経営に力点が置かれた．また，自己資本比率国内基準４％

を保つ為の信金中央金庫の果たした役割は大きいと考えられる，相互援助資金，事前合併への

協力などである．なお，このような指標が全信用金庫にわたって統一的に収集できるようになっ

たのは，１９９８．３期にリスク管理債権の定義が破綻先債権，延滞債権，３ヵ月以上延滞債権，

貸出条件緩和債権とされ，信用金庫の開示が義務付けられた１９９９．３期以来である．なお，２００６

年３月期には，２９２の信用金庫が存在するが，期中に行われた５つの合併信用金庫及び，東京，

大阪については民力度が区単位であり，営業エリアと乖離していることから除いた．又，本店

所在地が市になかった１４信用金庫は，近隣の市の民力度指数を当てはめた．

� 地域経済の良否と信用金庫経営諸比率の良否との検証

サンプルの信用金庫の所在する都市の地域経済と，地域経済が好調な民力度上位５０地域と．

経済が不調な下位５０地域，に本店のある信用金庫の経営諸比率の平均値を比較してみる．

直接比較したとき，図表�－７のような結果が得られた．

上位５０金庫中，愛知県，静岡県の１１金庫，群馬県・神奈川県・富山県・福井県・滋賀県，が

各３金庫で続く．下位５０金庫中，北海道１４金庫，福岡県４金庫，岩手県・山口県・宮崎県，が

３金庫となっている．ここから分かることは，まず下位５０地域の平均経営諸指標が，上位５０地

域より，良好な数値となっていることである．

自己資本比率の全平均は１２．５１％であり，国内基準（BIS規制国内基準）である４％をはる

かに上回っているが，上位５０都市の金庫平均は１１．８９％であり若干であるが下回っている．他

方，下位５０都市の金庫平均は１２．８７％であり全体平均を上回っている．これは経済の不調な地

域ほど，健全性を保つ努力がなされていることを物語っていると言えるであろう．ただ運用先

（貸出先）が限られており資産の減少から自己資本の比率が高まっている可能性も否定出来ず，

地域経済との一体性が齎す今日的問題点がここに数値となって現れているとも言える．

１６１信用金庫の地域経済的有用性と課題～経営諸指標と営業地域の経済力との比較～（吉原）



パーヘッド
業務純益

貸 出 金
増 加 率

不良債権
比 率 預 貸 率 自己資本

比 率
信用金庫
名

都道府県
名 都 市 名 民力度

指 数
民力度
上 位

７７０ ４．４０ ５．５７ ５８．３５ １５．６３ 碧海 愛知県 安城市 １２５．１ １
２１９ －０．５０ ５．２９ ４１．９５ １０．８７ 中日 愛知県 名古屋市 １２２．６ ２
３１１ －２．３０ ６．２８ ５５．３７ ７．００ 東春 愛知県 小牧市 １２２．６ ３
２５２ －６．００ ８．９９ ３４．６８ １１．６９ 愛知 愛知県 名古屋市 １２２．６ ４
５９６ １．２０ ３．３９ ５２．４０ １７．６２ 西尾 愛知県 西尾市 １２１．１ ５
４９４ １．５０ ５．０１ ５５．９７ １２．４３ 豊田 愛知県 豊田市 １２０．８ ６
３７４ １．５０ ９．４６ ５２．７９ １５．７０ 福井 福井県 福井市 １１８．８ ７
２９４ －３．４０ １２．３０ ５６．０３ ７．８０ 駿河 静岡県 御殿場市 １１８．５ ８
６８５ ２．２０ ６．９１ ５４．７８ １０．６９ 知多 愛知県 半田市 １１７．９ ９
２８９ ０．７０ ８．２１ ４９．１９ １１．９７ 半田 愛知県 半田市 １１７．９ １０
３０３ ０．４０ ９．４３ ６５．７８ １０．８６ 金沢 石川県 金沢市 １１７．１ １１
２０６ －０．２０ ９．２３ ６４．４８ ７．１５ 北陸 石川県 金沢市 １１７．１ １２
３７３ －０．１０ １２．２２ ４４．７１ ２１．６５ 掛川 静岡県 掛川市 １１６．４ １３
４０５ －０．７０ ８．５５ ４６．５９ １９．４０ 長浜 滋賀県 長浜市 １１５．２ １４
２０７ －１．３０ １３．３９ ５９．７７ ６．２４ 福岡 福岡県 福岡市 １１５．１ １５
５９８ ０．５０ ６．４７ ５８．７７ １２．５１ 岡崎 愛知県 岡崎市 １１４．２ １６
６３４ －２．５０ １０．１６ ５４．１７ １２．５３ 松本 長野県 松本市 １１３．９ １７
３９０ ３．６０ ６．６０ ５５．６６ １２．８４ 富士 静岡県 富士市 １１３．５ １８
７４４ ２．８０ ６．７４ ６０．１９ １３．４４ 浜松 静岡県 浜松市 １１３．２ １９
６７０ ０．９０ ７．８２ ６２．９９ １３．３１ 遠州 静岡県 浜松市 １１３．２ ２０
４３４ ０．９０ １４．２６ ５８．７９ ５．３６ ぐんま 群馬県 前橋市 １１２．８ ２１
１５０ －３．１０ ６．９２ ４８．２６ １７．７９ 富山 富山県 富山市 １１２．５ ２２
４４４ －２．４０ ９．４６ ５７．１８ １０．７１ 武生 福井県 越前市 １１２．１ ２３
３５８ ０．３０ ８．２６ ６４．６０ ８．４２ アイオー 群馬県 伊勢崎市 １１１．４ ２４
６４１ １．６０ ４．９２ ４２．４０ １３．１４ 豊橋 愛知県 豊橋市 １１０．９ ２５
３７１ ０．４０ ６．７４ ５０．９３ ８．４７ 豊川 愛知県 豊川市 １１０．６ ２６
６５０ １．４０ ８．７０ ４８．６１ １０．４８ 北伊勢上野 三重県 四日市市 １１０．２ ２７
５２５ １．２０ ５．７３ ５９．０１ ８．７２ 埼玉懸 埼玉県 熊谷市 １０９．７ ２８
３４４ ３．４０ ５．４２ ５２．６１ １０．８９ 高松 香川県 高松市 １０９．５ ２９
３３１ ０．４０ ８．３３ ５０．９４ １０．５８ 滋賀中央 滋賀県 彦根市 １０９．２ ３０
５５２ －２．３０ １５．６２ ５２．８８ ９．３４ 郡山 福島県 郡山市 １０８．８ ３１
３８２ １．９０ ８．４３ ５１．３３ １４．３９ 敦賀 福井県 敦賀市 １０８．５ ３２
９５３ －４．９０ ２１．６０ ５８．２６ ６．９４ 山梨 山梨県 甲府市 １０８．２ ３３
４５３ ２．３０ １３．０５ ６０．０７ １１．９１ 甲府 山梨県 甲府市 １０８．２ ３４
４９７ １．６０ ５．４７ ５７．４６ １３．４６ 静岡 静岡県 静岡市 １０７．９ ３５
４４２ ２．５０ ４．５４ ５９．３１ １３．７１ 静清 静岡県 静岡市 １０７．９ ３６
１，００８ ３．６０ １４．３９ ５４．３９ １４．５３ 沼津 静岡県 沼津市 １０７．７ ３７
１，６４２ －１．５０ １３．０３ ５４．６５ １１．３７ 水戸 茨城県 水戸市 １０７．０ ３８
３１４ ２．１０ ６．９８ ４７．８５ ２１．４９ 富士宮 静岡県 富士宮市 １０７．０ ３９
８５７ １．１０ ９．２８ ５５．５４ １２．０１ 大田原 栃木県 大田原市 １０６．９ ４０
５５１ ３．７０ １２．２３ ５１．４２ ７．６６ さがみ 神奈川県 小田原市 １０６．９ ４１
４０５ ０．８０ ７．９８ ５７．３７ １１．４１ 焼津 静岡県 焼津市 １０６．６ ４２
３４６ －４．２０ ９．４７ ３７．７９ １６．９４ 新湊 富山県 射水市 １０６．３ ４３
４６４ ０．２０ ７．７０ ５６．５３ ８．２３ 高崎 群馬県 高崎市 １０６．１ ４４
４４０ －４．１０ ９．４３ ５６．５２ ８．４３ 島田 静岡県 島田市 １０６．１ ４５
１９６ １．００ ７．５１ ５５．５２ １０．９５ 湖東 滋賀県 東近江市 １０５．８ ４６
３２２ ３．１０ ９．４３ ５１．７０ ７．４４ 平塚 神奈川県 平塚市 １０５．７ ４７
４２０ ０．６０ ４．２６ ４１．３３ １３．３５ 中南 神奈川県 中郡大磯町（平塚市） １０５．７ ４８
４９０ １．９０ ５．８０ ５８．２１ １０．７５ 大垣 岐阜県 大垣市 １０５．６ ４９
３６２ －３．９０ ３．７０ ５０．５８ １４．５１ 高岡 富山県 高岡市 １０５．２ ５０

民力度上位
５０の都市の
信金諸計数
の 平 均

４８３ ０．２５ ８．６１ ５３．７３ １１．８９

全 平 均 ４９２ ０．３６ ９．０６ ５４．９６ １２．５１

図表Ⅲ－５ 民力度上位５０位の地域における信用金庫経営諸指標の比較
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パーヘッド
業務純益

貸 出 金
増 加 率

不良債権
比 率 預 貸 率 自己資本

比 率
信用金庫
名

都道府県
名 都 市 名 民力度

指 数
民力度
下 位

１，２６８ ４．６０ ３．７６ ５６．０９ １４．０９ 旭川 北海道 旭川市 ７８．６ ５０
３７６ ０．９０ ３．７３ ４６．７９ １７．３６ 備北 岡山県 高梁市 ７８．５ ４９
３４３ ３．５０ ３．７５ ４６．８４ １６．１７ 新宮 和歌山県 新宮市 ７８．２ ４８
３４４ １．５０ １０．７２ ５８．６６ ２２．８５ 羽後 秋田県 由利本荘市 ７８．１ ４７
４６４ ３．４０ ７．１５ ５８．０３ ９．８５ 東奥 青森県 弘前市 ７７．９ ４６
５０２ １．８０ １７．５２ ７２．３９ ７．９２ 秋田ふれあい 秋田県 大仙市 ７７．９ ４５
６０４ －５．１０ ８．４９ ３８．０６ １９．７０ 氷見伏木 富山県 氷見市 ７７．７ ４４
１６６ －４．７０ ２１．６６ ５１．１０ １１．９０ 岩国 山口県 岩国市 ７７．７ ４３
４８３ ３．２０ ４．７６ ５４．４７ １３．３３ 枚方 大阪府 枚方市 ７７．２ ４２
３２６ －４．２０ １２．２３ ６３．８０ ６．７３ 西九州 長崎県 佐世保市 ７７．２ ４１
４０９ ３．２０ ２．２８ ５０．１１ １４．８４ 士別 北海道 士別市 ７７．０ ４０
３０４ －３．８０ ６．２１ ３４．２４ ７．１０ 佐原 千葉県 香取市 ７６．９ ３９
３９８ ０．４０ １０．６６ ５９．８５ １０．５９ 下関 山口県 下関市 ７６．９ ３８
５１６ ５．２０ ４．６３ ５０．２７ １９．３４ 大地みらい 北海道 根室市 ７６．６ ３７
５４４ ０．００ １０．６１ ４３．００ ８．６２ 烏山 栃木県 那須烏山市 ７６．５ ３６
２６９ ０．９０ １０．４０ ３５．７２ ２６．５９ 紀北 三重県 尾鷲市 ７６．５ ３５
２８２ ２．２０ １０．３８ ５１．７９ ８．００ 都城 宮崎県 都城市 ７６．５ ３４
５２３ ２．６０ ８．２６ ６２．１３ ６．０８ 三浦藤沢 神奈川県 三浦藤沢 ７６．４ ３３
３００ １０．１０ ６．８８ ６６．８０ １０．７９ 津和野 島根県 鹿足郡津和野町（益田市） ７６．４ ３２
４８２ －３．７０ ８．８０ ６２．３７ ８．３８ 函館 北海道 函館市 ７６．１ ３１
５６９ －１．５０ ４．２９ ５８．０３ ２２．３１ 江差 北海道 桧山郡江差町（函館市） ７６．１ ３０
１，１３１ －２．２０ ７．２０ ６３．８６ １４．４３ 渡島 北海道 茅部郡森町（函館市） ７６．１ ２９
８６５ －６．８０ ９．８２ ６６．９２ １５．８６ 飯塚 福岡県 飯塚市 ７５．４ ２８
６３７ ０．６０ ６．８５ ４１．８７ １２．００ 大和 奈良県 桜井市 ７４．８ ２７
３５２ ２．２０ ５．５２ ７６．２１ １１．５７ 宇和島 愛媛県 宇和島市 ７４．８ ２６
７６ －２．２０ １２．５６ ４９．３６ １４．８６ 二戸 岩手県 二戸市 ７４．４ ２５
４５０ ２．９０ ５．００ ５８．６１ １５．６４ 留萌 北海道 留萌市 ７４．２ ２４
４８７ ０．５０ ９．５４ ４８．６４ １７．５４ 興能 石川県 鳳珠郡能登町（珠洲市） ７４．２ ２３
４５６ ３．８０ ８．４２ ７５．２４ ８．８７ コザ 沖縄県 沖縄市 ７４．０ ２２
２４３ ３．９０ ４．９９ ５０．７２ １１．３６ 延岡 宮崎県 延岡市 ７３．６ ２１
４５２ １．５０ ９．８０ ５８．２０ １０．３１ 大分みらい 大分県 別府市 ７２．８ ２０
９６８ ４．４０ ５．１９ ４５．５８ １１．７６ 名寄 北海道 名寄市 ７２．６ １９
２１４ １０．７０ ７．８７ ４７．９５ ９．６６ 大牟田柳川 福岡県 大牟田市 ７２．４ １８
２１９ ２．２０ １１．６８ ６６．０３ １０．０９ 下北 青森県 むつ市 ７１．８ １７
１８９ －１．７０ １６．６６ ５６．８０ １３．１９ 萩 山口県 萩市 ７１．５ １６
３６３ ９．６０ ４．４１ ４５．５１ １４．２１ 広島みどり 広島県 庄原市 ７１．４ １５
３２４ －９．８０ １２．２７ ５３．５６ １２．３５ 宮古 岩手県 宮古市 ７１．２ １４
７５２ －０．４０ １２．２５ ５２．３８ １０．１１ 伊達 北海道 伊達市 ７０．８ １３
４６０ ５．２０ ５．５３ ４６．１４ １１．３２ 北空知 北海道 深川市 ７０．６ １２
２７９ ０．１０ １４．３６ ６４．０１ ８．６７ 唐津 佐賀県 唐津市 ７０．６ １１
７１８ ８．５０ ５．７８ ５０．８１ １８．２６ 北門 北海道 滝川市 ７０．０ １０
２９７ ０．２０ ３．２１ ５１．１３ １５．０９ 空知 北海道 岩見沢市 ６９．５ ９
４２５ ２．２０ １２．２１ ５０．４４ １２．２３ 南郷 宮崎県 南那珂郡南郷町（日南市） ６９．２ ８
２９２ ２．７０ ６．５８ ５８．３２ １０．６７ 小樽 北海道 小樽市 ６８．５ ７
５９９ ３．２０ ４．６０ ５９．６８ １４．６２ 北海 北海道 余市郡余市町（小樽市） ６８．５ ６
１７１ －５．００ １１．８８ ５５．２４ ７．６３ 田川 福岡県 田川市 ６８．１ ５
５８９ １．５０ ７．５４ ６８．７１ １２．９３ 天草 熊本県 天草市 ６６．４ ４
２５６ ７．００ １０．２２ ７２．２７ １３．１１ 奄美大島 鹿児島県 奄美市 ６５．７ ３
２８３ －２．１０ ７．７９ ４８．７３ １０．６６ 一関 岩手県 一関市 ６５．２ ２
５６１ ３．４０ ９．６２ ６９．７６ １２．１２ 遠賀 福岡県 福岡県遠賀郡（中間市） ６０．１ １

民力度下位
５０の都市の
信金諸計数
の 平 均

４５２ １．３３ ８．５３ ５５．４６ １２．８７

全 平 均 ４９２ ０．３６ ９．０６ ５４．９６ １２．５１

図表Ⅲ－６ 民力度下位５０位の地域における信用金庫経営諸指標の比較

１６３信用金庫の地域経済的有用性と課題～経営諸指標と営業地域の経済力との比較～（吉原）



預貸率は，全平均５４．９６％に対して上位５０都市の金庫平均は５３．７３％下位５０都市の金庫平均は

５５．４６％となっている．そして，上位５０都市の金庫平均である５３．７３％は全平均５４．９６％に対し

て１２３bp下回り，下位５０都市の金庫平均である５５．４６％は全平均５４．９６％に対して５０bp上回る．

このように，上位５０都市と下位５０都市の差は１７３bpも存在する．これは，下位５０都市にある金

庫が決して融資に消極的であるとは言えない結果となっている．ただこれも，経済状況の良好

な地域では金融機関間競争が激化しており適正な資金の応需が出来ないことから起因している

可能性も否定できない．

不良債権比率についての全平均は９．０６％である．上位５０都市の金庫平均は８．６１％であり，全

平均との乖離は４５bpある．下位５０都市の金庫平均は８．５３％であり，全平均との乖離は５３bp見

られる．いずれも全平均を下回り比較上健全度が高い．さらに，上位５０都市の金庫平均は８．６１％

であり，下位５０都市の金庫平均は８．５３％であることから，下位５０都市の金庫平均の方が８bp

低い．これは，不良債権比率は地域経済の良し悪しではなく，むしろ金庫経営に左右されると

見た方がよさそうである．

貸出金増加率においては，注目すべき顕著な差が示されている．全平均０．３６％の増加に対し

て，上位５０都市の金庫平均は０．２５％と劣り，逆に下位５０都市の金庫平均が１．３％も増加させて

いる．貸出金増加率は前年との単純比較であり，下位５０都市において今まで低く抑えられてき

たとも考えられるが，積極性が窺えると言えるであろう．地域経済の低調な地域であっても資

金需要に応えていることが言える．

一人当たり業務純益の全平均は４９２万円であるのに対し，各々，４８３万円と４５６万円であり両

方とも下回っている．一概に地域の良好な金庫が多い訳ではないが，低調な地域は比較上少な

い．協同組織金融機関は相互扶助，非営利の形態であり，その意味からは妥当とも言える．

以上から，地域経済の良否と金庫経営の優劣とは，比例的関係にないことが明らかである．

むしろ，良好でない地域においてパフォーマンスが高いことが言え，これらの地域でも営業で

きるノウハウの蓄積が出来ており，一定の必要性が確認できた．言い換えれば，各金庫は，変

わらぬ経営的判断を下している事が伺える．

民力度上位５０の都市の
信金諸計数の平均

全平均
民力度下位５０の都市の
信金諸計数の平均

自 己 資 本 比 率 １１．８９ １２．５１ １２．８７ ％

預 貸 率 ５３．７３ ５４．９６ ５５．４６ ％

不 良 債 権 比 率 ８．６１ ９．０６ ８．５３ ％

貸 出 金 増 加 率 ０．２５ ０．３６ １．３３ ％

パーヘッド業務純益 ４８３ ４９２ ４５２ 万円

図表Ⅲ－７
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� 地域経済と金庫経営の検証

（１）マトリクス的対比による比較検討

地域経済を良否（民力度の違い）に，金庫経営を，自己資本比率，預貸率，不良債権比率，

貸出金増加率の４指標で全体平均以上・以下にマトリクス的に対比させ，比較検討する．これ

を整理して概念図として示したのが，図表�－８ である．

図表�－９に示すとおり，上段は民力度指数の１２５．１～１０８．２までの市に本店を置く金庫であり，

比較的経済状況の良好な都市を活動エリアとするグループである．下段は民力度指数７８．６～

６０．１までの市に本店を置く金庫であり，比較的経済状況の良好でない地盤で活動エリアにする

グループである．右端欄にはこのグループ内で各４計数とも平均以上の金庫を抽出した．左端

欄にはこのグループ内で４計数とも平均以下の金庫を抽出し，真中欄には４計数とも平均を上

回らない，又は下回らない信金数を抽出したが，本稿では４計数とも平均以上の信用金庫のビ

ジネスモデルを示す事から，右端欄のみを表記した．分類の関係上パーヘッド業務純益はばら

つきが大きく，又比率でないため省いた．

民力度上位５０都市を地盤とする金庫の中から，自己資本比率，預貸率，不良債権比率，貸出

地 域 経 済 良 好 A A´

地 域 経 済 不 良 B B´

信金経営指標平均以下 信金経営指標平均以上

民力度
１２５．１～１０５．２

（５０金庫）地域良好

碧海，豊田，岡崎，富士，
浜松，遠州，静岡，静清
（８金庫）

民力度
１０５．１～７８．７
（２８０金庫）

６金庫

民力度
７８．６～６０．１

（５０金庫）地域不良

旭川，留萌，北海，天草
（４金庫）

４計数とも平均以下の信用金庫 ４計数とも平均以上の信用金庫

自己資本比率 平均以下～１２．２１％ 自己資本比率 平均以上１２．２１％～

預貸率，平均以下～５５．４９％ 預貸率，平均以上 ５５．４９％～

不良債権比率 平均以上 ８．８５％～ 不良債権比率 平均以下～８．８５％

貸出金増加率前年同期比，平均以下～０．５％ 東京・大阪除く，２５９金庫 貸出金増加率前年同期比，平均以上０．５％～

図表Ⅳ－８ 概念図

図表Ⅳ－９ 地域経済と金庫経営とのマトリクス的対比図
信用金庫と地域経済との関わり図

１６５信用金庫の地域経済的有用性と課題～経営諸指標と営業地域の経済力との比較～（吉原）



金増加率，全ての指標で全体平均を上回る金庫は８金庫あった（すべてが愛知県，静岡県に本

店を置く信用金庫）．民力度下位５０都市を地盤とする金庫であっても，全ての指標で平均を上

回るものが，４金庫みられた（うち北海道に本店を置く３信用金庫）．

愛知県と静岡県を含む東海地方は良好な経済圏であり，当該地域の信用金庫には有力なもの

が多い．有力な地域経済が有力な金庫を育てているというだけではなく，有力な金庫が有力な

地域経済を育んでいると考えることができる．地域経済との相乗効果が確認できるが，信用金

庫と地域経済のどちらがイニシアティブをとっているのか？という命題は他業態である株式会

社金融機関との比較に加え，経年的比較を待たなければならない．

地域への張付き方に違いがあるのか？については良し悪しを完全に見分けた張り付き方，こ

れは，張付くのは同じであるが，自身の目利きの力量が備わっているか？の問題であり，不良

先を篩いにかける，地域密着力量の差であると思われる．競争優位のシステムが存在すると言

えるであろう．

北海道は地域経済が不良であるにもかかわらず，経営指標の良好な金庫が多く見られる．地

域経済とは関係なく優良な金庫経営が存在するという事実から，信用金庫が受動的な意味で，

必ずしも「地域と運命共同体」とはいえない．経営力如何で，厳しい地域経済下でも生きてい

ける可能性が示されていると言っていいだろう．

次に，マトリックスからの事例として，３つの信用金庫の事例を紹介して，地域との関係性

にどのような独自色が見られるのかを紹介してみたい．地域経済が比較上良好であり金庫経営

指標も平均以上の金庫（図表�－８ 概念図 A´）から１つと，比較上地域経済的には恵まれて

いないが信用金庫経営指標は平均以上の２金庫（図表�－８ 概念図 B´）である．

（２）碧海信用金庫の事例

（図表�－８ 概念図 A´）マトリクス図では右上に位置づけされる．

この地域には「やらまいか精神」５）という起業家精神があるため，これまでに数多くの企業

家が生まれてきたと言われる．事実，力織機の豊田佐吉（トヨタ），楽器の山葉寅楠（ヤマハ），

河合喜三郎（河合楽器製作所）オートバイの本田宗一郎（ホンダ）といった数々の著名な企業

家が輩出された．また，当地域は，綿織物から織機・力織機，製材から木工機械・楽器，そし

て二輪・四輪自動車へと内発的発展を遂げた地方工業都市として紹介されることが多い地域で

ある６）．また，これらからスピンオフ企業７）が集中的に発生した地域である．愛知県安城市に

本拠を構える碧海信用金庫は，トヨタ自動車のお膝元である西三河地方を中心に７４の営業店を

構える．同信金の最大の強みは１５．６３％の自己資本比率である（２００６．３期）．その約９８％は利

益剰余金などの Tier�８）が占める．日本格付研究所からもＡの格付けを取得している９）．貸出

約定平均金利は１．８６１％で，信用金庫業界では最低である．しかし金利競争の激しい三河金利，

名古屋金利の地区において展開するが，ローコストオペレーションを目指し OHR６４．０３％
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（２００６．３期）と低利融資が可能な体質にある．支店は７４か店であるが，地元安城市を中心に

半径２０キロ以内に９９％の支店がある，狭域高密度な店舗運営である．自動車産業は大きな企業

体でありメガバンクとの取引が多く，すべての取引の奪取は困難であるが一定のシェアを保ち，

棲み分けがあるように感じられる．当地での下請け企業は碧海信金が６０％，東京三菱ＵＦＪが

２０％，その他２０％というシェアである．安城市内貸出のシェア５０％を高める姿勢を貫いている．

マーケットシェアは，価値を創造した「報酬」であり優位性を活用するレバーである．優位性

を創造する手段としてシェアを捕らえるべきではない．１０）とする考えにも合致する．持続的競

争優位の源泉が推察できる．

田村脩同金庫理事長によれば，トヨタ関連の融資でメガバンクや地方銀行は，工場用地の斡

旋及び建設機械の納入までは，よく協力しているが，同信金はより踏み込んでその機械が動い

ているかどうかを実際に見ることが大切であり，この工場でトヨタの自動車部品の品質管理が

食品の管理より上である事を知ったとの事である．すなわち，現場に密着してこそ信用金庫と

して存在できる「現場力」の大切さを説かれている．碧海信用金庫は開業間もない時代から，

これらの企業の受け皿になってきたと考えられる１１）．金融機関の競争は厳しく，西三河地区は

信用金庫だけでなく愛知，岐阜，三重などの地方銀行が融資拡大を狙う激戦区である．

さらに，田村理事長によれば，信用金庫は地元密着が信条であり，取引先が他の金融機関に

低い金利を提示されたときに，「それではご無礼します」とは引き下がれない．ある程度は金

利で勝負していくと述べられる．ある意味「井の中の蛙（かわず）」でいい．ただ井の中は徹

底的に全部やらなければいけない．足と目利きの力を使って取引の内容を深める．「誠実を貫

く」田村理事長は自らの写真にこの標語を入れたポスターを全店舗で掲示し，地元密着の覚悟

を示されている．地域のファーストコールバンクを掲げるところに碧海信金の強みの典型例が

ある．

（３）天草信用金庫の事例

（図表�－８ 概念図 B´）マトリクス図では右下に位置づけされる．

上天草市には内航船舶を中心に４２社の船会社（船主）と約１０社のマンニング会社（船を借り

て操業）がある．内航船舶は１，６００ｔを中心に中型船が多い，新造船は船価と日本内航海運組

合総連合会への建造等納付金の合計が価格となる．１，６００tで５７７，０００千円，建造納付金は１t

当り９６，０００円（０７年）解体交付金が１t当たり６６，０００円出るので約６２０，０００千円が新造船価格

となる．これを船主が鉄道建設・運輸施設整備支援機構との共有建造方式か，中小企業金融公

庫と金融機関との協調融資で造る．共有建造方式，協調融資のいずれの場合でも，船主は

１６０，０００千円を調達するが，これを地元金融機関である天草信金が応需する．１２）

地域住民がこの多彩な地域活性化策を認知しておられ事，そして船舶向けというハイリスク

な融資であるが，当地では避けて通れない事業として，しっかりとノウハウを蓄積され，「地
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元貢献との共存共栄」の理念の下，その姿勢を貫かれる強みが，地域の賛同を得る事例と考え

られる．

全国信用金庫協会（２７９金庫）は，２００８年度信用金庫社会貢献賞の最優秀の「会長賞」に，

天草信用金庫を選んだ．「鉛筆から車まで」を合言葉に，地産地消＝地元優先の運営に取り組

み，職員慰安旅行や年金受給者への旅行は島内の取引先ホテルを利用，賞与の一部を地域で使

用可能な商品券で支給している．預金額の１％の商品券を付した，地域好券（あまくさこうけ

ん）付定期預金も発売した．当金庫と天草エアーラインのホームページはリンクしており，赤

字を抱えると聞く地域の交通機関に協力する．このように，収益の一部を地域内に還元し天草

経済に貢献する姿勢を示す，協同組織金融機関の原点に立ち返る経営スタンスが伺える．

（４）北海信用金庫の事例

（図表�－８ 概念図 B´）マトリックス図では右下に位置づけされる．

北海信用金庫は，１９２５（大正１５）年に，有限責任余市信用組合としてスタートし，幾多の合

併を経て，札幌・小樽を中心に４９の支店を有している．２００６年度のディスクロージャーの融資

項目に，地域経済の停滞により資金需要が低調であった中において，地域金融機関としての使

命を自覚し，地域への円滑な資金供給について意欲的に推進した結果，不良債権処理を積極的

に行った上で前期末より１０１億８，６４７万円増加し，期末残高では２，４０６億８８５万円となったことを

報告している１３）．特筆できることは，北海信金が夕張信金を合併していることである．企業数

の減少→雇用機会の喪失→人口の減少→行政サービスの悪化→企業数の減少，という悪循環の

繰り返しで，街はゴーストタウンと化している．かつての石炭産業のように，事業のために街

ができ，その事業がなくなれば街がなくなるというようなパターンだと地域金融機関はどうし

ようもないのも事実である．

北海信金は従来の営業地域６市１９町８村から１０市２４町８村に拡大し，店舗数も２５店舗から４０

店舗になっている．朝日新聞の記事によると，夕張市への融資先の融資額が一番多いのはみず

ほ銀行の１００億，民間企業が手放した２つのホテルを市が買い取る際につきあいができたよう

だ．指定金融機関の北洋銀行が約３０億円弱，北海道銀行はほぼゼロだった．その他，北海信用

金庫が７０億円強，空知信用金庫が４０億円強，北海道信用農業協同組合連合会（北信連）が３０億

円強，これで２７０億円である．内訳は分からないが，一時借入金といわれる約２９２億円の相当部

分を占めることになる．企業向け貸出が伸び悩む中で，リスクゼロの自治体向けにメガバンク

は積極的になった．

一方で，炭鉱閉鎖の影響を肌で知る北洋銀行など地元大手金融機関は，敬遠していたとみら

れる．２００６年３月の『金融財政事情』で，伊戸北海信金理事長は民間企業向け融資と地公体向

け融資のスタンスは違いがあるのは事実で，有識者からなぜ金融機関は同じ態度で接しなかっ

たのかと問われても我々は答えづらく，市町村，議会，道，国，のすべての意思決定を否定し
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ないと非難を受けることになってしまうと指摘している．さらに，夕張市へつなぎ融資につい

て金融機関の経営者も訴えられる時代であるが，過去に遡って経営判断の是非を問われると微

妙な問題になる事を述べられている１４）．

夕張市指定金融機関であり，旧北海道拓殖銀行を引継いだ北洋銀行や北海道銀行が取引を縮

小する中で，前向きに，出来るだけ地元で協力する姿勢を示されるのも，株式会社金融機関と

協同組織金融機関との違いを認識されているものとも考えられる．最近ではワインを担保にシ

ンジケート型のＡＢＬ契約を地元４行庫で組成し，多様化するニーズに応えておられる．ここ

では，受け皿になりながらルーツ・マザーランド・シェアに拘る戦略が伺える．北海信金は，

経済状況が良くない地域にありながらも，良好な経営状況を維持しているのである．

おわりに

論文の前半部分では，信用金庫の歴史，地価と不良債権との関わり，筆者の本稿作成期間中

に実体験から得た意見をまとめた．後半部分では，営業地盤の経済力による優劣から比較検討

し，マトリクスから代表事例を示し，信用金庫経営の今日的要因を探った．

本研究の含意は以下の事柄である．

信用金庫にとって地域経済における，「強みと呼べる範囲は狭く，弱みと呼べる範囲は広

い．１５）」しかし，下位５０地域の平均経営諸指標が，上位５０地域より，良好な数値となっている．

地域経済の良否と金庫経営の優劣とは，比例的関係にないことが明らかである．マトリックス

からの事例として，３つの信用金庫の事例を紹介した．これらには自身の目利きの力量が備わっ

ており，不良先を篩いにかける，地域密着力量の差があり，競争優位のシステムが存在する．

北海道は地域経済とは関係なく優良な金庫経営が存在するという事実から，信用金庫が受動的

な意味で，必ずしも「地域と運命共同体」とはいえない．経営力如何で，厳しい地域経済下で

も，営業できるノウハウの蓄積が出来ており，一定の必要性が確認できた．

健全性を永続的なものにする為には，一定の地域金融市場におけるシェアの確保が前提条件

となる．他方，地域活性化策に対し，ハイリスクであるがリスクテイクしていく姿勢を地域全

体が理解されている例．また，発祥の地に本店を置き続け，地域の信頼を得ながら，拡張して

いくパターンである．そのいずれも，金融機関にとってのルーツであり，類まれな，金融熟知

地域，すなわちマザーランドが必要であると言う事を物語っている．地域金融機関としての協

同組織金融機関には，絶対条件になるといっても過言ではない事が導き出された．経営指標に

優れた金庫の事例を見ると，自らの地域におけるポジショニングを自覚した経営展開を行って

いることが分かる．

これらを総合すると「外部環境と同時に過去も大切である．しかし，組織構造はほとんど過

去に規定されたものである．戦略が，その組織に深く浸透していて，すでに確立された能力に
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優先するものでなければならない．１６）」とする考えを実践しており，組織と戦略は互いに支え

あっていると考えられる．

論文の結論として，述べられる限界は以下のことである．

一定のシェアとマザーランドと一定の規模が信用金庫経営を左右する要因であり，不良債権

はその金庫の存在する地域経済と関係なく発生しており，応需するときの可否判断に委ねられ

る，と定義づけられる．概ね地域経済に影響を受けやすいと言われる信用金庫であるが，そう

ともいえない結果が導き出された．やはり競争戦略のウエイトも大いに影響することが伺えた．

限られた地域における活動である為，独特のメリット・デメリットが存在する．リレーション

シップから地域顧客の信頼も受けている反面，不振企業や不採算顧客も内包している．地域に

密着した協同組織金融機関ゆえの解決不可能な非効率性も存在しているといえる．協同組織金

融機関は地域的な（物理的な）シェアが必要である．そのシェアとは，ある一定の地域的情報

が吸収でき，運用とリスクを見分けられる最高限度と最低限度の間のゾーンであると位置づけ

る．小規模の金融機関は，この範囲までは大型化する傾向，必要性がある．また地域金融機関

化する（地元回帰やマザーランドへの資源集中化において小型化する）場合もここまでは縮小

する必要がある．これはその金融機関に属する人材（人財）のボリュームとパフォーマンスに

よってもゾーンの大きさが変わると言える．一方，信用金庫も大型化の大きな流れがあり，広

域化する事や，規模の拡大から地域経済との関連性が遮断されつつあるとの仮説もある．また，

協同組織金融機関としての意識が希薄化し，地域経済とは違う方向に活路を見出し始めたと言

う仮説も現実味があると思われる．

残された課題は以下の項目である．

一つ目は，地域金融機関は地域経済の発展を共通理念にし，地域企業との信頼関係を構築し

てきた．その延長線上で，地域金融機関と地域経済の盛衰は関係があると見られ，地域金融機

関のアクションが影響を及ぼしていると考えられる．しかし，地域金融機関と地域経済との関

係を測る尺度が数値化され，評価できるようになっておらず，さらに評価指標を明確にする事．

二つ目は，地銀と信金各々の地域経済との検証する事により，営利目的の業態と，非営利業

態のどちらが地域の影響を受けやすいのか．またその業態が競合し合う地域は他とは違った道

を歩んでいるのか．銀行法第１条および信用金庫法第１条にある公共性を踏まえてその存在意

義をこの側面から明らかにする．

三つ目は，経年的変化を含めて比較分析する事により，地域金融機関と地域経済との関係が

強まったのか弱まったのかを明らかにする必要がある．

さらに，金融機関の組織形態と法制度的な差違の歴史的変遷を確認して，地域金融機関の地

域経済に対するコミットメントの基本的あり方と両業態の今後の目指すべきありよう提言の基

礎となる考え方を明らかにすることが求められる．なぜなら，これらの調査結果が地域金融機

関の存在価値であり，営業活動の根本であると考えられるからである．
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〔付記〕

本稿をまとめるにあたり，２名の無記名の査読の先生方に，将来の研究の礎になる貴重なアド

バイスを賜った．又，肥塚先生，奥村先生，そして現在の指導教員である樋原先生を含め，大

変お世話になりました．記して感謝を申し上げます．

註

１）『成熟企業の復活－ヨーロッパ企業はどう甦ったか』〔１９９６〕Ｐ１７０－１７０参照

２）小額の定額返済をしながら最終期日一括返済とし，都度Ｃ・Ｆを確認しロールオーバーを繰返

す返済方式を総称して用いられる．

３）評定項目各評定項目について５段階の評価を行うとともに，それらを踏まえて５段階の総合評

定を行う（１が最高，５が最低）．Capital Adequacy（自己資本），Asset Quality（資産内容），

Management（経営），Earnings（収益性），Liquidity（流動性），Sensitivity to Market Risk（市

場リスクに対する感応性）これらの頭文字からこう呼ばれる．金融庁検査局〔２００５．２〕米国に

おける評定制度（CAMELS）レポート参照．

４）破綻先債権，延滞債権，３ヵ月以上延滞債権，貸出条件緩和債権の合計

５）とにかくやってみようの意味

６）明治の豊田佐吉，山葉寅楠から昭和の本田宗一郎，堀内平八郎などに代表されるハングリー精

神，チャレンジ精神旺盛な起業家が出現した．起業家を認め，育てる地域風土の形成があった．

当地域には，企業家，発明家を尊重し，その持つ知恵，技術を広く地域の財産にしようとする

エンジェルが多数存在した．ヤマハ×河合楽器，庄田鉄工×平安コーポレーション，ホンダ×

スズキ×ヤマハなどといった具合に，ただナンバーワン企業一社だけが君臨するのではなく，２～

３の有力メーカーが存在し，ライバル企業として激烈な競争を行ってきた．戦後のホンダ，ヤ

マハ，スズキ，さらには浜松ホトニクス，などは，静大工学部や公設試等があったがゆえ発展

した企業と言える．産学官交流を地域内で活発化していた．当地には，出る杭を伸ばす地域風

土がある．地域振興，産業振興に欠かせない，起業家とそれを支援するソフトなインフラが存

在した．山葉寅楠が国産化したオルガンを高く評価し，現東京芸術大学の井沢教授に紹介の労

をとり，また起業にあたり，市場を創ってあげたのは県令関口隆吉である．また豊田佐吉が開

発した力織機を量産化するため，業界に購入を働きかけたのは，当時の浜松商工会議所である．

産業起こしに行政や商工会議所の役割は大きかったのである．『信金中金月報』〔２００７．３〕参照．

７）スピンオフについて，「母体企業の支配下にある子会社でもなく，スピンアウトした独立ベン

チャーでもない両者の中間に位置するもので，母体企業が技術・人材・資本等の事業の資源を

ベンチャーという形態で外部に分離するもの」といった定義をしている．経済産業省スピンオ

フ研究会［２００３］

８）基本的項目（コア資本・普通株式・非累積配当型優先株・公表準備金の合計）『金融・経済用語
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Utility and the Problem of the Regional Economy of the Sinkin-Bank

Comparing Management Indexes with the Economic Power of Local Business

Kiyotsugu Yoshihara＊

Abstract

The Council on Financial Institutions has announced three points that should be dealt

with in the rearrangement of financial institutions and their methods of cooperation.

In order of importance, the first is the reproduction support function of small and-

medium sized businesses. This means the improvement of their society-representing

function, including disclosure for half-year�half-term�settlements.

The second point is a review of the purpose, role, and authority of central organization,

which may call for revision of law.

The third is an examination of the division of “shinkin-banks” and local credit

cooperatives�“shinkumi-banks”�

The first deficit settlement of accounts since the global financial crisis of 2008 is

approaching the central organizations of the industry, and the change during this period

has been remarkable.

The question of whether shinkin-banks serve the local economy as expected, and are

consistently in a community bound by a common fate is included in the root of this

discussion.

Qualitative examples are often considered in regards to this question, but it is a precise,

quantitative argument that will truly put the problem to rest.

This paper is aimed doing just that.

In other words, the method of commitment in areas that are not seen in other business

conditions of the shinkin-bank is thought to have significance for the company’s

continuation.

As a result, a constant share and scale, and a dedicated area of coverage are factors to

* Correspondence to : Kiyotsugu Yoshihara
Ritsumeikan University postgraduate research institute theory of business administration postgraduate
course
A Ph.D. program
1-1-1 Noji higashi Kusatsu-shi, Shiga 525-8577 Japan
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control in shinkin-bank management.

Bad debt occurs when these banks operate without a regional economy and a

relationship with an existing credit association. Adjusting these factors is entrusted to

judgment when meeting a demand.

It has been said that sinkin-banks are easily affected by regional economies, but we’ve

nearly arrived at the conclusion that this cannot be said to be so .

Key words

credit association, roots, continuation significance, business ground economy, mother land
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